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福祉以外の分野との連携・協働による
地域共生社会の実現について

地域共生社会の在り方検討会議（第４回）

令和６年９月３０日 資料１



「福祉以外の分野との連携・協働」による地域共生社会の実現について

◼ 令和元年「地域共生社会に向けた包括的支援と多様な参加・協働の推進に関する検討会

（地域共生社会推進検討会）」 最終とりまとめ

○ 地域共生社会とは、このような日本の社会保障の成り立ちや社会の変化を踏まえて、平成 28 年６月に閣議決定された
「ニッポン一億総活躍プラン」において提案された理念である。その理念とは、制度・分野の枠や、「支える側」「支え
られる側」という従来の関係を超えて、人と人、人と社会とがつながり、一人ひとりが生きがいや役割を持ち、助け合い
ながら暮らしていくことのできる、包摂的なコミュニティ、地域や社会を創るという考え方である。

○  その射程は、福祉の政策領域だけでなく保健、医療など社会保障領域、さらに、成年後見制度等の権利擁護、再犯防
止・更生支援、自殺対策など対人支援領域全体にわたる。

○  加えて、一人ひとりの多様な参加の機会の創出や地域社会の持続という観点に立てば、その射程は、地方創生、まち
づくり、住宅、地域自治、環境保全、教育など他の政策領域に広がる。

○ このため、地域共生社会という理念を掲げて政策展開を行っていくに当たっては、福祉の政策領域だけでなく、対人支
援領域全体を捉えていくとともに、他の政策領域において、親和性の高い理念を掲げて進められている施策との連携を図
ることが重要となる。

◼ 平成29年「地域における住民主体の課題解決力強化・相談支援体制の在り方に関する検討会

（地域力強化検討会）」 最終とりまとめ

○ 「我が事・丸ごと」の地域共生社会の実現に向けた取組は、「縦割り」を超えた相談支援体制、「支え手」と「受け
手」が固定しない社会や制度づくり、「他人事」であった様々な課題を「我が事」としてとらえることができる地域づく
りを、地域住民の力と、高齢、障害、子育て、地域福祉といった社会福祉の様々な担い手・専門職の取組、保健・医療・
教育などの分野も含めた多職種連携、さらには地域の商業・サービス業、工業、観光、農林水産業、防犯・防災、環境、
まちおこし、交通、都市計画といった地域の様々な担い手との間の関係、そして行政も含めた公的な支援体制の力があい
まって実現することを目指すものである。
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地域共生社会とは

制度・分野ごとの『縦割り』や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が
『我が事』として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて『丸ごと』つながることで、住民一人ひと
りの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会

2地域には、福祉分野以外にも保健医療、労働、教育、住まい、地域再生、農業・漁業など多様な分野の取組が存在する ＝ 連携・協働



①地域福祉の推進（社会福祉法第４条関係）

3

令和２年法改正 平成29年法改正 平成29年法改正前

（地域福祉の推進） （地域福祉の推進） （地域福祉の推進）

第四条 地域福祉の推進は、地域住民が相互に人格と個
性を尊重し合いながら、参加し、共生する地域社会の実
現を目指して行われなければならない。

ー ー

２ 地域住民、社会福祉を目的とする事業を経営する者及
び社会福祉に関する活動を行う者(以下「地域住民等」と
いう。)は、相互に協力し、福祉サービスを必要とする地域
住民が地域社会を構成する一員として日常生活を営み、
社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加する
機会が確保されるように、地域福祉の推進に努めなければ
ならない。

第四条 地域住民、社会福祉を目的とする事業を経営する
者及び社会福祉に関する活動を行う者(以下「地域住民
等」という。)は、相互に協力し、福祉サービスを必要とする
地域住民が地域社会を構成する一員として日常生活を営
み、社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加す
る機会が確保されるように、地域福祉の推進に努めなけれ
ばならない。

第四条 地域住民、社会福祉を目的とする事業を
経営する者及び社会福祉に関する活動を行う者
は、相互に協力し、福祉サービスを必要とする地
域住民が地域社会を構成する一員として日常生
活を営み、社会、経済、文化その他あらゆる分野
の活動に参加する機会が与えられるように、地域
福祉の推進に努めなければならない。

３ 地域住民等は、地域福祉の推進に当たつては、福祉
サービスを必要とする地域住民及びその世帯が抱える福祉、
介護、介護予防(要介護状態若しくは要支援状態となる
ことの予防又は要介護状態若しくは要支援状態の軽減若
しくは悪化の防止をいう。)、保健医療、住まい、就労及び
教育に関する課題、福祉サービスを必要とする地域住民の
地域社会からの孤立その他の福祉サービスを必要とする地
域住民が日常生活を営み、あらゆる分野の活動に参加す
る機会が確保される上での各般の課題(以下「地域生活
課題」という。)を把握し、地域生活課題の解決に資する支
援を行う関係機関(以下「支援関係機関」という。)との連
携等によりその解決を図るよう特に留意するものとする。

２ 地域住民等は、地域福祉の推進に当たつては、福祉
サービスを必要とする地域住民及びその世帯が抱える福祉、
介護、介護予防(要介護状態若しくは要支援状態となる
ことの予防又は要介護状態若しくは要支援状態の軽減若
しくは悪化の防止をいう。)、保健医療、住まい、就労及び
教育に関する課題、福祉サービスを必要とする地域住民の
地域社会からの孤立その他の福祉サービスを必要とする地
域住民が日常生活を営み、あらゆる分野の活動に参加す
る機会が確保される上での各般の課題(以下「地域生活
課題」という。)を把握し、地域生活課題の解決に資する支
援を行う関係機関(以下「支援関係機関」という。)との連
携等によりその解決を図るよう特に留意するものとする。

ー

○「福祉以外の分野との連携・協働」に関する改正

➢ 地域福祉の推進に当たって特に留意する点として、地域生活課題の解決に資する支援を行う関係機関との連携等を進めることを規定。
分野を問わない多様な生活上の課題を「地域生活課題」として定義することで、地域福祉の射程を狭義の福祉分野から拡張。

○それ以外の改正
➢ 住民を支え手側と受け手側に分けるのではなく、地域社会の一員として自分らしく活躍できる地域共生社会の実現を目指す観点から、
参加する機会について「与えられる」を「確保される」に改正。

➢ 地域住民が、共通の目標として、相互に人格と個性を尊重し合いながら、参加し、共生する地域社会の実現に向かって地域福祉を
推進する責務があることを規定。

（参考）地域共生社会に係る社会福祉法の関係条文



②国と地方公共団体の責務（社会福祉法第６条）

4

令和２年法改正 平成29年法改正 平成29年法改正前

（福祉サービスの提供体制の確保等に関する国及び地
方公共団体の責務)

（福祉サービスの提供体制の確保等に関する国及び
地方公共団体の責務）

（福祉サービスの提供体制の確保等に関する国及び
地方公共団体の責務)

第六条 国及び地方公共団体は、社会福祉を目的と
する事業を経営する者と協力して、社会福祉を目的と
する事業の広範かつ計画的な実施が図られるよう、福
祉サービスを提供する体制の確保に関する施策、福祉
サービスの適切な利用の推進に関する施策その他の必
要な各般の措置を講じなければならない。

第六条 国及び地方公共団体は、社会福祉を目的と
する事業を経営する者と協力して、社会福祉を目的
とする事業の広範かつ計画的な実施が図られるよう、
福祉サービスを提供する体制の確保に関する施策、
福祉サービスの適切な利用の推進に関する施策その
他の必要な各般の措置を講じなければならない。

第六条 国及び地方公共団体は、社会福祉を目的と
する事業を経営する者と協力して、社会福祉を目的
とする事業の広範かつ計画的な実施が図られるよう、
福祉サービスを提供する体制の確保に関する施策、
福祉サービスの適切な利用の推進に関する施策その
他の必要な各般の措置を講じなければならない。

２ 国及び地方公共団体は、地域生活課題の解決に
資する支援が包括的に提供される体制の整備その他
地域福祉の推進のために必要な各般の措置を講ずる
よう努めるとともに、当該措置の推進に当たつては、保
健医療、労働、教育、住まい及び地域再生に関する
施策その他の関連施策との連携に配慮するよう努めな
ければならない。

２ 国及び地方公共団体は、地域住民等が地域生
活課題を把握し、支援関係機関との連携等によりそ
の解決を図ることを促進する施策その他地域福祉の
推進のために必要な各般の措置を講ずるよう努めな
ければならない。

ー

３ 国及び都道府県は、市町村(特別区を含む。以下
同じ。)において第百六条の四第二項に規定する重層
的支援体制整備事業その他地域生活課題の解決に
資する支援が包括的に提供される体制の整備が適正
かつ円滑に行われるよう、必要な助言、情報の提供そ
の他の援助を行わなければならない。

ー ー

○「福祉以外の分野との連携・協働」に関する改正

➢ 地域福祉の推進に当たっては、福祉の領域に留まるのではなく、地域の幅広い関係者との連携に配慮することを、国及び地方公共団
体の責務として規定。

○それ以外の改正
➢ 地域住民の地域における主体的な取組、市町村域における関係機関の連携体制の構築といった従来の福祉サービスの提供者と利用者
との関係だけに留まらない支援の在り方が求められる中、地域福祉の推進のために必要な各般の措置を講じることについて、国及び
地方公共団体の責務として規定。

➢ 国及び都道府県が、広域的・専門的な見地から事業実施に対する助言や情報提供等を行う責務を規定。



③包括的な支援体制の整備 （社会福祉法第106条の３）
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令和２年法改正 平成29年法改正（新設）

（包括的な支援体制の整備） （包括的な支援体制の整備）

第百六条の三 市町村は、次条第二項に規定する重層的支援体制整備事業を
はじめとする地域の実情に応じた次に掲げる施策の積極的な実施その他の各般の
措置を通じ、地域住民等及び支援関係機関による、地域福祉の推進のための相
互の協力が円滑に行われ、地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供
される体制を整備するよう努めるものとする。

第百六条の三 市町村は、次に掲げる事業の実施その他の各般の措置を通じ、地
域住民等及び支援関係機関による、地域福祉の推進のための相互の協力が円
滑に行われ、地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制を整
備するよう努めるものとする。

一 地域福祉に関する活動への地域住民の参加を促す活動を行う者に対する支
援、地域住民等が相互に交流を図ることができる拠点の整備、地域住民等に対
する研修の実施その他の地域住民等が地域福祉を推進するために必要な環境
の整備に関する施策

一 地域福祉に関する活動への地域住民の参加を促す活動を行う者に対する支
援、地域住民等が相互に交流を図ることができる拠点の整備、地域住民等に対
する研修の実施その他の地域住民等が地域福祉を推進するために必要な環境
の整備に関する事業

二 地域住民等が自ら他の地域住民が抱える地域生活課題に関する相談に応じ、
必要な情報の提供及び助言を行い、必要に応じて、支援関係機関に対し、協
力を求めることができる体制の整備に関する施策

二 地域住民等が自ら他の地域住民が抱える地域生活課題に関する相談に応じ、
必要な情報の提供及び助言を行い、必要に応じて、支援関係機関に対し、協
力を求めることができる体制の整備に関する事業

三 生活困窮者自立支援法第三条第二項に規定する生活困窮者自立相談支
援事業を行う者その他の支援関係機関が、地域生活課題を解決するために、
相互の有機的な連携の下、その解決に資する支援を一体的かつ計画的に行う
体制の整備に関する施策

三 生活困窮者自立支援法第二条第二項に規定する生活困窮者自立相談支
援事業を行う者その他の支援関係機関が、地域生活課題を解決するために、
相互の有機的な連携の下、その解決に資する支援を一体的かつ計画的に行う
体制の整備に関する事業

２ 厚生労働大臣は、次条第二項に規定する重層的支援体制整備事業をはじめ
とする前項各号に掲げる施策に関して、その適切かつ有効な実施を図るため必要
な指針を公表するものとする。

２ 厚生労働大臣は、前項各号に掲げる事業に関して、その適切かつ有効な実施
を図るため必要な指針を公表するものとする。

○「福祉以外の分野との連携・協働」に関する改正

➢ 第６条第２項に規定する地方公共団体の責務の内容を具体化し、市町村に地域住民が主体となって行う地域生活課題の解決や地域づ
くりの取組への支援を行うとともに、個人や世帯全体の複雑化・多様化した課題を受け止め、包括的な支援体制を整備する努力義務
を課すとともに、体制整備のために市町村に実施が期待される施策を規定。

○それ以外の改正
➢ 重層的支援体制整備事業の創設に伴う規定の追加。



福祉以外の様々な分野との連携・協働に関する記載（告示・通知）

○ 地域共生社会の実現に向けて「福祉分野と福祉以外の分野との協働を通じた、働く場や参加する場の創造に向けた取組」が求めら
れる旨を明記。また、地域づくりに際して、分野横断的な補助金等の柔軟な活用が有効である点についても言及。

第四 生活困窮者自立支援法(平成二十五年法律第百五号)第三条第二項に規定する生活困窮者自立相談支援事業を行う者その他の支援関係機関が、地域生
活課題を解決するために、相互の有機的な連携の下、その解決に資する支援を一体的かつ計画的に行う体制の整備に関する施策
二 留意点

誰もが役割を持ち、活躍できる地域共生社会の実現に向けては、これまで「支えられる側」であった人が、「支える側」にも変化し、年齢や属性、
状態像にかかわらず、その人らしく生活できる地域をつくっていく視点が重要であり、そのためには、福祉分野と福祉以外の分野との協働を通じた、
働く場や参加する場の創造に向けた取組が求められる。

また、支援関係機関等の協働による支援体制の整備を進めるに当たっては、分野を超えた課題に対応するため、地域づくりに資する事業を一体的に
実施するなど各分野の補助金等の柔軟な活用も有効であると考えられる。

「社会福祉法に基づく市町村における包括的な支援体制の整備に関する指針」 （平成29年厚生労働省告示第355号）

「「地域共生社会の実現に向けた地域福祉の推進について」の改正について」 令和３年３月31日付け厚生労働省子ども家庭局長、社会・援護局長、
社会・援護局障害保健福祉部長、老健局長連名通知

○ 地域共生社会の実現には、人・分野・世代を超えた関係性の構築が不可欠であることを明記。

はじめに
○ 法第６条第２項に規定されているように、いわば、福祉の領域だけではなく、商業・サービス業、工業、農林水産業、防犯・防災、環境、まちおこし、
交通、都市計画等も含め、人・分野・世代を超えて、地域経済・社会全体の中で、「人」「モノ」「お金」そして「思い」が循環し、相互に支える、支
えられるという関係ができることが、地域共生社会の実現には不可欠であると考えられる。

○ さらに、市町村地域福祉計画及び都道府県地域福祉支援計画に盛り込むべき事項のうち、「地域における高齢者の福祉、障害者の
福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共通して取り組むべき事項」として、「様々な課題を抱える者の就労や活躍の場の確保等を
目的とした、福祉以外の様々な分野（まちおこし、商工、農林水産、土木、防犯・防災、社会教育、環境、交通、都市計画等）との
連携に関する事項」を明記。

第三 市町村地域福祉計画、都道府県地域福祉支援計画の策定ガイドライン
１ 市町村地域福祉計画 ／ ２ 都道府県地域福祉支援計画
（１）市町村地域福祉計画に盛り込むべき事項 ／ （１）都道府県地域福祉支援計画に盛り込むべき事項
①  地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共通して取り組むべき事項
ア 様々な課題を抱える者の就労や活躍の場の確保等を目的とした、福祉以外の様々な分野（まちおこし、商工、農林水産、土木、防犯・防災、
社会教育、環境、交通、都市計画等）との連携に関する事項
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